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事務事業評価の概要 

 

1 評価の目的 

本町では、令和 2 年度から第五次の長期総合計画をスタートし、まちの将来像「安

心・躍進・自立のまち」の実現に向け、各施策を推進してきた。 

後期基本計画の計画年度が７年度をもって満了したことに伴い、事務事業評価シー

トを活用して計画期間の達成状況及び今後取り組むべき課題等の整理を行う。 

 

２ 評価期間 

令和５年度から令和 7 年度まで（3 年間） 

 R2 R3 R4 R5 R6 R7 

長期総合計画 第五次前期基本計画 第五次後期基本計画 

事務事業評価 事務事業評価（前期） 事務事業評価（後期） 

 

３ 評価の方法 

     事務事業の効率化、PDCA サイクルの確立、職員の改善意識の醸成などを目的と

し、第五次長期総合計画（後期基本計画）に記載された主要事業である 147 件につ

いて、評価シートを活用し各事業の達成状況、社会情勢の変化等を踏まえた評価を行

い、今後の方向性（方針・改善策）について決定する。 

    評価は、各課及び行政評価委員会における評価と「日の出町総合計画等審議会」

における意見聴取により行う。 

尚、評価は令和８年 3 月末現在の事業実績に基づく評価であり、改善・見直につい

て予算措置が必要なものについては、次年度以降に予算化された時点で方向性が確

定される。 

また、今後の法律改正等による制度変更や庁内の組織・人事体制の変更等の状況の

変化により、今後の方向性について変更する場合がある。 

 

４ 事務事業評価シートの見方 

   事務事業評価シートによる評価イメージは次ページのとおり。 
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Action（改革・改善案） 

Check（評価）で認識された課題に対して、今後の方向性・改善策を検討する 

・今後の方向性 

（現状維持、成果拡大に向けて見直し、コスト改善に向けて見直し、統合、 

縮小・一部廃止、廃止） 

・今後の改善、見直し 

Check（評価） 

Plan（現状把握）、Do（評価）の内容を分析し、その結果をもとに、改善すべき

課題を明確にする。指標の達成度だけでなく、社会情勢等の変化に対して現行の事

業が有効であるかについて検討する 

・妥当性 行政が関与しなければならない事業か・事業の対象者、手段は妥当か 

・効率性 実施方法を見直すことで、事業費や人件費に改善の余地はないか 

・有効性 事業目的の達成度、類似事業との統合により資源を集中できないか 

・公平性 受益者負担は適正であるか 

Do（実績測定） 

指標等を用いて、事業の実績を測定する 

・事業執行に要する費用 

・当年度の実施内容 

・活動実績（量）を示す指標 

・事業の成果や効果を示す指標 

Plan（現状把握） 

長期総合計画での位置づけや目的を明らかにする 

・事務事業に関する基礎情報（事業名・関係する予算科目・根拠法令等） 

・事業の対象、目的 

・事業内容  

長期総合計画（後期） 事務事業評価シート 

Plan 

Do 

Check 

Action 



3 
 

令和７年度の実施状況 

 

１ 経過 

    令和 7 年度の事務事業評価報告書の作成経過は以下のとおり。 

 

２ 評価対象 

    第五次長期総合計画（後期基本計画）に記載された主要事業である 147 件すべて

について評価を実施。 

 

３ 施策ごとの評価まとめ 

施 策 

６つの施策の柱+１ 
事業数 現状維持 

成果拡大に

向けて見直

し 

コスト改善

に向けて

見直し 

整理・統合

に向けて

見直し 

縮小・

一部廃

止 

廃止 

_01.ひのでＡ安全・Ａ安

心大作戦 
22 ７ １４ １    

_02.子育て支援の充実

とお年寄りに優しいま

ちづくり 
31 １９ ９ ２ １   

_03.元気のある活気に

満ちた商工観光業・農

林業の振興 
16 ５ ８ 2   1 

_04.豊かで創造性に富

んだ児童・生徒を育成す

るための教育の充実に

よる人づくり 

47 ３２ １３    ２ 

_05.総合文化体育セン

ターの設置推進 
1  1     

_06.環境先進都市ふる

さと日の出の推進 
9 ５ ４     

_みんなで進める協働の

まちづくり 
21 １３ ８     

計 147 ８１ 5７ ５ １  ３ 

 

 

 

 

 

令和８年５月～６月 各課による 1 次評価 

令和８年 7 月 7 日、9 日、10 日 行政評価委員会による 2 次評価 

令和８年 7 月２４日 日の出町総合計画等審議会（意見聴取） 

令和８年 8 月（予定） 審議会の意見を踏まえ、評価結果を確定 
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４ 主要事業ごとの「今後の方向性」 

 

施策の柱_01.ひのでＡ安全・Ａ安心大作戦

番号 主要事業名 今後の方向性（評価）

1 公共下水道施設の維持管理の実施 コスト改善に向けて見直し

2 公共下水道経営の安定化の推進 成果拡大に向けて見直し

3 公共下水道接続率向上の推進 成果拡大に向けて見直し

4 消防団員の確保強化 成果拡大に向けて見直し

5 防災情報収集機能の充実・デジタル化 成果拡大に向けて見直し

6 防災備蓄用品の検討・充実 成果拡大に向けて見直し

7 自主防災組織への支援 成果拡大に向けて見直し

8 医療連携の確立 現状維持

9 災害時保健活動マニュアルの実施と検証 現状維持

10 防災訓練の実施 成果拡大に向けて見直し

11 特殊詐欺被害防止対策の推進 成果拡大に向けて見直し

12 安全安心情報の発信 成果拡大に向けて見直し

13 交通安全教育の充実 成果拡大に向けて見直し

14 都市計画マスタープランの見直し 現状維持

15 緑の基本計画の見直し 現状維持

16 三吉野場末土地区画整理事業 成果拡大に向けて見直し

17 木造住宅耐震診断費及び改修費の助成 成果拡大に向けて見直し

18 町営住宅長寿命化修繕・改修工事 現状維持

19 空家等対策計画の策定 現状維持

20 空き家等の利活用 成果拡大に向けて見直し

21 道水路・橋梁の管理・保全 現状維持

22 地域公共交通の検証・新たな公共交通のあり方の研究 成果拡大に向けて見直し

施策の柱_02.子育て支援の充実とお年寄りに優しいまちづくり

番号 主要事業名 今後の方向性（評価）

23 特定健診及び特定保健指導 成果拡大に向けて見直し

24 がん検診 成果拡大に向けて見直し

25 自殺対策の推進 現状維持

26 メタボリック、フレイル対策の推進 現状維持

27 民生・児童委員へのタブレット端末貸与（東京都全額負担）によるオンライン見守り活動 現状維持

28 小中学校等訪問 整理・統合に向けて見直し

29 低所得者への相談・訪問 現状維持

30 民生・児童委員活動の普及啓発と改選期（3 年ごと）の担い手確保 現状維持

31 高齢者・障がい者等への相談・訪問・見守り コスト改善に向けて見直し

32 災害時避難行動要支援者名簿の管理と活用 現状維持
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33 “社会を明るくする運動”啓発事業 現状維持

34 保育サービスの充実と質の向上 コスト改善に向けて見直し

35 こども家庭センターの開設準備と事業開始 現状維持

36 学童クラブ事業の充実及び運営方法の改善 成果拡大に向けて見直し

37 児童館事業の充実 成果拡大に向けて見直し

38 未来わくわく支援金の実施 現状維持

39 未来旅立ち支援金の実施 現状維持

40 在宅サービス事業 現状維持

41 介護予防・日常生活支援事業 成果拡大に向けて見直し

42 認知症サポーター養成事業 現状維持

43 老人福祉センター事業 成果拡大に向けて見直し

44 高齢者医療費助成事業 現状維持

45 高齢者外出支援バス事業 成果拡大に向けて見直し

46 老人クラブ支援事業 成果拡大に向けて見直し

47 認知症にやさしいお店登録事業 現状維持

48 高齢者就労支援事業 現状維持

49 地域生活支援事業の推進とニーズに合わせた利用促進 現状維持

50 障がいのある方やその家族への適切な相談支援と関係機関との連携強化 現状維持

51 各種講座等事業によるバリアフリー社会の推進 現状維持

52 国民健康保険ジェネリック医薬品利用差額通知 現状維持

53 国民健康保険特定健診及び特定保健指導 成果拡大に向けて見直し

施策の柱_03.元気のある活気に満ちた商工観光業・農林業の振興

番号 主要事業名 今後の方向性（評価）

54 農業経営支援対策事業 成果拡大に向けて見直し

55 町民農園事業 コスト改善に向けて見直し

56 林道事業 現状維持

57 森林整備事業 現状維持

58 中小企業振興事業 成果拡大に向けて見直し

59 創業支援融資制度 成果拡大に向けて見直し

60 消費者行政推進事業 成果拡大に向けて見直し

61 ひのでちゃん行政カード事業 成果拡大に向けて見直し

62 ひので匠・逸品運動 成果拡大に向けて見直し

63 観光宣伝事業 成果拡大に向けて見直し

64 観光まちづくり支援事業 廃止

65 観光施設管理・運営事業 コスト改善に向けて見直し

66 公衆無線 LAN 環境運営事業 現状維持

67 情報セキュリティ強靭化事業 現状維持

68 西多摩郡町村電算共同利用推進協議会による福祉システムの共同化 現状維持

69 日の出町ＤＸ推進方針の実施 成果拡大に向けて見直し
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番号 主要事業名 今後の方向性（評価）

70 日の出町立学校教育研究の推進 成果拡大に向けて見直し

71 日の出町立小中学校支援主事の派遣 現状維持

72 就学支援、支援教育の体制の強化 現状維持

73 学習支援員等の活用 現状維持

74 校務支援システム等の活用 現状維持

75 ICT を活用した学びの充実 現状維持

76 教育相談、適応支援の充実 現状維持

77 町独自調査を活用した学校支援 現状維持

78 地域学校協働活動の推進 成果拡大に向けて見直し

79 学校経営マネジメント強化事業の活用 現状維持

80 交通案内指導員の配置 現状維持

81 空調設備の設置・更新 現状維持

82 児童下校補助車両運行事業の実施 成果拡大に向けて見直し

83 学校施設長寿命化計画に基づく校舎改修工事の実施 成果拡大に向けて見直し

84 栄養士による食育授業の実施 現状維持

85 料理教室の実施 現状維持

86 特徴のある学校給食献立の実施 現状維持

87 アレルギー対応食の実施 成果拡大に向けて見直し

88 新学校給食センターの建設・運営の準備 成果拡大に向けて見直し

89 幅広い生涯学習講座 成果拡大に向けて見直し

90 「ひので町民大学」講師登録制度 廃止

91 「町民文化祭（やまびこホール）」 成果拡大に向けて見直し

92 「第二次日の出町子供読書活動推進計画」の推進 現状維持

93 図書館 夏・冬のおはなし会 現状維持

94 学校・保育園訪問おはなし会 現状維持

95 図書館職場体験事業 現状維持

96 デジタル技術の活用による生涯学習機会の拡充 成果拡大に向けて見直し

97 民間企業や大学等との連携推進 現状維持

98 ひのでスポーツフェスティバル 成果拡大に向けて見直し

99 「包括的協働・連携協力に関する協定」に基づくスポーツイベント 現状維持

100 教育委員会主催各種スポーツ事業 成果拡大に向けて見直し

101 町内スポーツ施設適正管理 成果拡大に向けて見直し

102 特定非営利活動法人日の出町スポーツ協会支援 現状維持

103 日の出町総合型地域スポーツ・文化クラブ支援 現状維持

104 日の出町スポーツ推進委員事業協力 現状維持

105 日の出町郷土芸能保存会支援 現状維持

施策の柱_04.豊かで創造性に富んだ児童・生徒を育成するための教育の充実による人づくり
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106 町民登録文化財制度事業 成果拡大に向けて見直し

107 日の出町等指定文化財公開 現状維持

108 小さな蔵の資料館のあり方の検討 廃止

109 町内埋蔵文化財保護調査 現状維持

110 青少年健全育成会親子ふれあい事業（親子） 現状維持

111 放課後子ども教室事業 現状維持

112 青少年委員自然体験学習事業（子ども） 現状維持

113 西多摩地域広域行政圏事業 現状維持

114 秋川流域連携事業 現状維持

115 協働・連携事業 現状維持

116 官民・官学連携の推進 現状維持

施策の柱_05.総合文化体育センターの設置推進

番号 主要事業名 今後の方向性（評価）

117 総合文化体育センター設置に向けた取組み 成果拡大に向けて見直し

施策の柱_06.環境先進都市ふるさと日の出の推進

番号 主要事業名 今後の方向性（評価）

118 低炭素化の促進 成果拡大に向けて見直し

119 環境保全の推進 成果拡大に向けて見直し

120 特定外来生物の抑制 現状維持

121 普通河川の管理・保全 現状維持

122 庁用自動車の次世代自動車購入促進 成果拡大に向けて見直し

123 庁用車駐車場等における電気自動車充電設備の充実 現状維持

124 日の出町役場（本庁舎）等の公共施設照明の LED 化 現状維持

125 都市公園における国土交通省の遊具安全管理指針に基づく改修 現状維持

126 資源循環事業の推進 成果拡大に向けて見直し

施策の柱_みんなで進める協働のまちづくり

番号 主要事業名 今後の方向性（評価）

127 自治会運営の支援 現状維持

128 自治体 WEB アクセシビリティの導入 現状維持

129 ICT を活用した情報発信の推進 現状維持

130  WEB 会議の検討 現状維持

131 人権の花、人権作文、人権メッセージ 現状維持

132  総合相談 現状維持

133 女性活躍推進事業の検討 現状維持

134 ジェンダー平等事業の推進 現状維持

135 行財政改革の推進 成果拡大に向けて見直し
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136 情報・文書の適切な管理 現状維持

137 事務事業評価の確立 成果拡大に向けて見直し

138 公共施設マネジメントの推進 成果拡大に向けて見直し

139 移住・定住相談窓口の充実 成果拡大に向けて見直し

140 議会ペーパーレス会議の推進 現状維持

141 広域連携・官民連携による事業実施の推進 現状維持

142 人事評価を活用した人材育成の推進 成果拡大に向けて見直し

143 事務事業評価に基づく PDCA サイクルの実施 成果拡大に向けて見直し

144 職員研修の実施 成果拡大に向けて見直し

145 組織機構改革の実施 現状維持

146 働き方改革・女性活躍の推進 成果拡大に向けて見直し

147 文書管理システムによる電子決裁の検討 現状維持

事務事業評価シートは、各施策から 1 件選定した事業を 9 ページ以降に掲載して

います。 



施策目標（目標とする姿）：整った市街地が形成され、住みよい街並みが形成されています。

・公益社団法人東京都宅地建物取引業協会西多摩支部との協 
定に基づき空き家相談会を３回開催（相談件数5件）。 
・「空き家啓発セミナー・個別相談会」を実施した。 
　（セミナー参加者58名、個別相談13組） 
・空き家バンクについて、昭和56年6月1日以降の耐震基準を満
たさない空き家も登録可能とする見直しを実施。 
・若者世代空き家利活用補助事業について、賃貸物件も補助の
対象とする見直しを実施。 

「空き家バンク」及び「若者世代空き家
利活用補助事業」について、制度導入以
降活用実績がない。 

有 

）

「空家等対策計画」に基づき、「空き家バンク」の開設及び「日の出町若者世代
空き家利活用リノベーション等補助制度」の要綱見直し。

D
o

（
実
績
測
定

）

2～4

R5 R6 R7現状値(策定時)

投入指標（事業執行に要する費用） 当年度の実施内容

1,827 191 2,152 44

A
c
t
i
o
n

（
改
革
・
改
善
案

）

その他

一般財源

財
源
内
訳

国・都

地方債

今後の方向性

成果拡大に向けて見直し

「空家等対策計画」に示された施策の進捗状況や目標の達成度を定期的に把握・評価し、町民のや事業者か
ら出されて意見を反映しながら、計画に記載のＰＤＣＡサイクルに従って、施策の見直しや改善を図ってい
く。また、空き家バンクへの６年度登録実績がないことから、対象となる空き家について、要綱の見直しを
行った。

今後の改善・見直し（いつまでに・なにを・どのように改善及び見直しするのか）

今後の方向性についての検討内容

成果指標　事務事業実施の結果、住民等が受ける効果（目的がどれだけ達成されたか）を数値で測定した指標

指　　標　　名 単位 現状値(策定時) R5 R6 R7 目標値

活動指標　事務事業実施の結果（どれだけ行政サービスを提供できたか）を数値で測定した指標

3 3

目標値

0 5,127 337 6,327 54事業費計

未実施 4

単位

回

指　　標　　名

空き家相談会の開催（年間）

0

R5 R6 R7

当初 決算 当初 決算当初 決算

個 別 計 画

3,300 146 4,175 10

意図（どのような状態にしたいのか）

目的

町内の空き家

単位 R7R6R5

町内において空き家の利活用や適正管理、除却
を含めた空き家等に関する対策を総合的かつ計
画的に実施し、空き家数の減少を図る。対象数の推移

事業費
（千円）

主 要 事 業 名

P
l
a
n

（
現
状
把
握

）

項 5 目

一般会計

款 17施 策 項 目

_01.ひのでＡ安全・Ａ安心大作戦

_05.都市・住宅基盤の整備

担当課・係

予 算 科 目

まちづくり課 住宅・交通政策係(都市計
画係)

会 計

空き家等の利活用

施 策 名

事業内容（手段）

・空き家相談会の開催
・令和６年10月より、「空き家バンク」及び「若者世代空き家利活用補助事業」について、必要な要綱など
を制定する。

対象（誰を・何を）

根拠法令等 空家特措法第４条、第６条

令和7年度 長期総合計画（後期）　事務事業評価（内部評価）シート

（前年度　 現状維持

C
h
e
c
k

（
評
価

）

公平性 受益者負担は適正であるか

―

行政が関与しなければならない事業か・事業の対象者、手段は妥当か

実施方法を見直すことで、事業費や人件費に改善の余地はないか効率性

事業目的の達成度、類似事業との統合により資源を集中できないか有効性

評価項目

妥当性

課題の有無 課題が「有」の項目がある場合、その理由

―

―

20 

9



子供目線に立った事業展開や、環境整備を推進していく。  

施策目標（目標とする姿）：すべての妊産婦と子ども子育て世帯を支援できる町になっています。

）

D
o

（
実
績
測
定

）

250

R5 R6 R7現状値(策定時)

投入指標（事業執行に要する費用） 当年度の実施内容

・放課後児童支援員認定資格研修受講による資格取得率の
向上
・発達障害児及びアレルギー等児童増加に伴う、支援員の
研修等への積極的参加及び資質向上

91.4 95

29,854

23,624 34,544 29,234 33,329 29,394

10,520 10,368 9,111

A
c
t
i
o
n

（
改
革
・
改
善
案

）

13,248

28,121

その他

一般財源

財
源
内
訳

国・都

地方債 0

今後の方向性

成果拡大に向けて見直し 

・学童クラブの質と効率性の向上に向け、委託化について検討していく。  
・学童施設の老朽化に対応するため、児童館と学童クラブを併設した施設の新規設置を検討する。
・学童クラブの施設の広さ、環境などの課題整理を進める。 

今後の改善・見直し（いつまでに・なにを・どのように改善及び見直しするのか）

今後の方向性についての検討内容

放課後児童支援員認定資格研修受講による資格取得率 ％ 87.5 87.5 77.4

成果指標　事務事業実施の結果、住民等が受ける効果（目的がどれだけ達成されたか）を数値で測定した指標

指　　標　　名 単位 現状値(策定時) R5 R6 R7 目標値

活動指標　事務事業実施の結果（どれだけ行政サービスを提供できたか）を数値で測定した指標

237 225

目標値

63,623 76,362 73,387 87,296 77,903事業費計

257 257

単位

人

指　　標　　名

学童クラブ入所児童数

71,223

257 237人

R5 R6 R7

当初 決算 当初 決算当初 決算

225

個 別 計 画

29,479 29,170 33,952 43,599 39,398

0 0
12,648 10,201

0 0 0

意図（どのような状態にしたいのか）

目的

　小学校１年生から４年生までの学童へ入所を希
望する全ての児童

単位 R7R6R5

安全安心な放課後等の居場所の提供を継続する

対象数の推移

入所児童数（年度当初）

事業費
（千円）

主 要 事 業 名

P
l
a
n

（
現
状
把
握

）

日の出町子ども・子育て支援事業計画（第三期）

項 2 目

一般会計

款 43施 策 項 目

_02.子育て支援の充実とお年寄りに優しいまちづくり

_09.子育て支援の充実

担当課・係

予 算 科 目

               子育て支援課(福祉課) 子育て支援係

会 計

学童クラブ事業の充実及び運営方法の改善

施 策 名

事業内容（手段）

　小学校１年生から4年生までの児童で放課後帰宅しても、保護者の労働または、疾病等の理由により、適切
な看護を受けられない児童に対し、適切な遊び生活の場を与えて、その健全な育成を図る。

対象（誰を・何を）

根拠法令等 児童福祉法　日の出町学童クラブの設置及び運営に関する条例

令和7年度 長期総合計画（後期）　事務事業評価（内部評価）シート

（前年度　 現状維持

C
h
e
c
k

（
評
価

）

公平性 受益者負担は適正であるか

有 
子供目線に立った取組の推進が必要であ
る。 

―

行政が関与しなければならない事業か・事業の対象者、手段は妥当か

実施方法を見直すことで、事業費や人件費に改善の余地はないか効率性

事業目的の達成度、類似事業との統合により資源を集中できないか有効性

評価項目

妥当性

課題の有無 課題が「有」の項目がある場合、その理由

―

―

36 

10



施策目標（目標とする姿）：にぎわいのある商店があり、町内での買い物を楽しんでいます。

）

利用率を上昇させる必要があるため、より使いやすい運用方法と、使用できる店
舗拡大に向けた取り組みを検討する。

D
o

（
実
績
測
定

）

850,000

R5 R6 R7現状値(策定時)

投入指標（事業執行に要する費用） 当年度の実施内容

・ポイント付与事業を担当課において実施。
・使用されたポイントカードの換金業務について日の出町
商工会へ委託。

454,500 700,000

598 963 1,039 704 500

A
c
t
i
o
n

（
改
革
・
改
善
案

）

735
その他

一般財源

財
源
内
訳

国・都

地方債

今後の方向性

成果拡大に向けて見直し 

カードの運用方法及び使用可能店舗の拡大に向けて、日の出町商工会を交え検討を行う。
地域活性化につながるよう、制度のＰＲを促進していく。  

今後の改善・見直し（いつまでに・なにを・どのように改善及び見直しするのか）

今後の方向性についての検討内容

買い物券として使用されたポイント数 ポイント 509,500 544,000 551,000

成果指標　事務事業実施の結果、住民等が受ける効果（目的がどれだけ達成されたか）を数値で測定した指標

指　　標　　名 単位 現状値(策定時) R5 R6 R7 目標値

活動指標　事務事業実施の結果（どれだけ行政サービスを提供できたか）を数値で測定した指標

586,000 435,000

目標値

598 963 1,039 704 500事業費計

621,270 584,100

単位

ポイント

指　　標　　名

付与ポイント数

735

R5 R6 R7

当初 決算 当初 決算当初 決算

個 別 計 画

意図（どのような状態にしたいのか）

目的

町民
町内商業者

単位 R7R6R5

町民がボランティア活動や、町の事業に対して
参入するきっかけとして実施し、結果としてそ
れらの事業の活性化につなげる。
また、行政カードを町内商店の買い物に利用す
ることで、商業者の周知と活性化につなげる。

対象数の推移

事業費
（千円）

主 要 事 業 名

P
l
a
n

（
現
状
把
握

）

項 1 目

一般会計

款 16施 策 項 目

_03.元気のある活気に満ちた商工観光業・農林業の振興

_14.商工業の振興

担当課・係

予 算 科 目

産業観光課　商工観光係

会 計

ひのでちゃん行政カード事業

施 策 名

事業内容（手段）

ひのでちゃん行政ポイントカード事業は、町の事業（ボランティアや健康診断など）に参加した際ポイント
が付与され、満点である500ポイントとなると、500円分の買い物券として登録された町内商店で買い物に利
用できる。

対象（誰を・何を）

根拠法令等 ひのでちゃん行政カード事業実施要綱

令和7年度 長期総合計画（後期）　事務事業評価（内部評価）シート

（前年度　 成果拡大に向けて見直し

C
h
e
c
k

（
評
価

）

公平性 受益者負担は適正であるか

行政ポイントは専用の機械を使用し付与
しているため、手間がかかっている。
また、使用できる店舗に拡大がみられて
いない。
満点となったカードしか使用できないた
め使い勝手が悪い。

有

有

行政が関与しなければならない事業か・事業の対象者、手段は妥当か

実施方法を見直すことで、事業費や人件費に改善の余地はないか効率性

事業目的の達成度、類似事業との統合により資源を集中できないか有効性

評価項目

妥当性

課題の有無 課題が「有」の項目がある場合、その理由

―

―

61 

11



対応事業の拡大や、講座内容、周知方法を工夫していく。  

施策目標（目標とする姿）：誰もが、いつでも、どこでも学びたいときに学べる環境になっています。

）

D
o

（
実
績
測
定

）

10

R5 R6 R7現状値(策定時)

投入指標（事業執行に要する費用） 当年度の実施内容

講座、イベントの申し込みは電子申請を主体としている。
各種講座等実施時のアンケートには、オンライン回答を活
用
町民大学などの講習会の際、オンライン参加の手段を設定

0 50

電子申請講座・イベント等申し込み率 ％ 80 80 80

0 0 0 0 0

A
c
t
i
o
n

（
改
革
・
改
善
案

）

82

100 100

0
その他

一般財源

財
源
内
訳

国・都

地方債

今後の方向性

成果拡大に向けて見直し

オンライン参加が可能な講座を設け、誰もがいつでもどこでも学びたいときに学べる環境を整えた。
電子申請による参加申込みを定着させ、講座終了後のアンケートもネットで回答できる状況を定着させた。
今後も、デジタル環境での講座参加に対応するとともに、手軽に利用・参加できる環境づくりに努め、デジ
タル技術の活用による生涯学習機会の普及を図る。

今後の改善・見直し（いつまでに・なにを・どのように改善及び見直しするのか）

今後の方向性についての検討内容

90

オンライン講座参加者数 人 ― 0 0

成果指標　事務事業実施の結果、住民等が受ける効果（目的がどれだけ達成されたか）を数値で測定した指標

指　　標　　名 単位 現状値(策定時) R5 R6 R7 目標値

100

活動指標　事務事業実施の結果（どれだけ行政サービスを提供できたか）を数値で測定した指標

1 4

目標値

100

0 0 0 0 0事業費計

0 0

単位

件

指　　標　　名

オンライン参加が可能な講座の実施

％電子申請講座・イベント等設定率 100

0

R5 R6 R7

当初 決算 当初 決算当初 決算

個 別 計 画

意図（どのような状態にしたいのか）

目的

町民の生涯学習の機会

単位 R7R6R5

通信手段などを有効活用し、自宅等沿革からの
学習機会を充実する
電子申請の充実
講座等実施時のアンケートには、オンライン回
答を活用

対象数の推移

事業費
（千円）

主 要 事 業 名

P
l
a
n

（
現
状
把
握

）

項 5 目

一般会計

款 19施 策 項 目

_04.豊かで創造性に富んだ児童・生徒を育成するための教育の充実による人づくり

_18.生涯学習社会の形成

担当課・係

予 算 科 目

文化スポーツ課　社会教育係

会 計

デジタル技術の活用による生涯学習機会の拡充

施 策 名

事業内容（手段）

イベント・講座申込の手段として電子申請受付
講座等実施時のアンケートには、オンライン回答を活用

対象（誰を・何を）

根拠法令等

令和7年度 長期総合計画（後期）　事務事業評価（内部評価）シート

（前年度　 成果拡大に向けて見直し

C
h
e
c
k

（
評
価

）

公平性 受益者負担は適正であるか

オンラインの参加申込がない。 

有

―

行政が関与しなければならない事業か・事業の対象者、手段は妥当か

実施方法を見直すことで、事業費や人件費に改善の余地はないか効率性

事業目的の達成度、類似事業との統合により資源を集中できないか有効性

評価項目

妥当性

課題の有無 課題が「有」の項目がある場合、その理由

― 

有

96 

12



施策目標（目標とする姿）：自然環境や資源を大切に守る意識が浸透しています。

）

現計画の建設予定地は、現在も東京たま広域資源循環組合の事業地である。実現
可能な他の選択肢も含め検討を行っていく。

D
o

（
実
績
測
定

）

調整

R5 R6 R7現状値(策定時)

投入指標（事業執行に要する費用） 当年度の実施内容

今年度進捗はなし。

A
c
t
i
o
n

（
改
革
・
改
善
案

）

その他

一般財源

財
源
内
訳

国・都

地方債

今後の方向性

成果拡大に向けて見直し

現行計画に固執することなく、町民にとって必要な施設となるよう、ニーズを把握しながら建設地・施設内
容などの検討を行う。

今後の改善・見直し（いつまでに・なにを・どのように改善及び見直しするのか）

今後の方向性についての検討内容

成果指標　事務事業実施の結果、住民等が受ける効果（目的がどれだけ達成されたか）を数値で測定した指標

指　　標　　名 単位 現状値(策定時) R5 R6 R7 目標値

活動指標　事務事業実施の結果（どれだけ行政サービスを提供できたか）を数値で測定した指標

保留 保留

目標値

0 0 0 0 0事業費計

保留 保留

単位

―

指　　標　　名

建設予定地調整作業

0

R5 R6 R7

当初 決算 当初 決算当初 決算

個 別 計 画

意図（どのような状態にしたいのか）

目的

総合文化体育センター（三多摩都民）

単位 R7R6R5

町民をはじめ三多摩都民が利用できるスポーツ
施設を整備し、広域行政の進展を図る

対象数の推移

事業費
（千円）

主 要 事 業 名

P
l
a
n

（
現
状
把
握

）

スポーツと文化の森設置構想・(仮称)日
の出町総合文化体育センター基本計画

項 目款施 策 項 目

_05.総合文化体育センターの設置推進

担当課・係 企画財政課　企画政策係(企画係)

会 計

総合文化体育センター設置に向けた取組み

施 策 名

事業内容（手段）

・昭和54年6月　自然と調和のとれた秩序ある土地利用を図るため、平井山林一帯を「スポーツの文化の森」
区域として定め、「スポーツと文化の森設置構想」を策定。
・昭和56年4月　谷戸沢廃棄物広域処分場を受け入れることに合意（スポーツと文化の森建設に協力するこ
と、義務教育施設の整備拡充と、財政再建に寄与及び公害防止対策に万全を期すことを条件）。
・平成30年3月　「スポーツと文化の森設置構想」の集大成として計画している(仮称)日の出町総合文化体育
センター建設に向け、基本計画を策定。
　計画上の建設場所：日の出町大字平井字谷戸地内相沢沖

対象（誰を・何を）

根拠法令等

令和7年度 長期総合計画（後期）　事務事業評価（内部評価）シート

（前年度　 現状維持

C
h
e
c
k

（
評
価

）

公平性 受益者負担は適正であるか

現計画の建設予定地は、現在も東京たま
広域資源循環組合の事業地である。

有

有

行政が関与しなければならない事業か・事業の対象者、手段は妥当か

実施方法を見直すことで、事業費や人件費に改善の余地はないか効率性

事業目的の達成度、類似事業との統合により資源を集中できないか有効性

評価項目

妥当性

課題の有無 課題が「有」の項目がある場合、その理由

―

―
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施策目標（目標とする姿）：自然環境や資源を大切に守る意識が浸透しています。

）

令和7年度 長期総合計画（後期）　事務事業評価（内部評価）シート

（前年度　 現状維持

C
h
e
c
k

（
評
価

）

公平性 受益者負担は適正であるか

クマ被害防止対策について、効果的な対
策の検討が必要。 有 

―

行政が関与しなければならない事業か・事業の対象者、手段は妥当か

実施方法を見直すことで、事業費や人件費に改善の余地はないか効率性

事業目的の達成度、類似事業との統合により資源を集中できないか有効性

評価項目

妥当性

課題の有無 課題が「有」の項目がある場合、その理由

―

―

主 要 事 業 名

P
l
a
n

（
現
状
把
握

）

項 1 目

一般会計

款 54施 策 項 目

_06.環境先進都市ふるさと日の出の推進

_23.自然環境の保全と公園・緑地の整備

担当課・係

予 算 科 目

協働推進課 環境政策係（生活安全安心課
環境リサイクル係）

会 計

環境保全の推進

施 策 名

事業内容（手段）

町内一斉清掃
鹿・イノシシ等有害鳥獣の見回り追払いを実施することによる被害防止対策
東京都とツキノワグマ防除対策事業に関する基本協定書及び委託契約を締結して、各防除対策の実施
ハチ・害虫の駆除対策
生活排水への取組み（秋川・平井川流域生活排水対策協議会への参加）
不法投棄の防止
各環境調査の実施：水質調査（河川・井戸）、ダイオキシン類等調査、交通量環境調査

対象（誰を・何を）

根拠法令等 日の出町環境保全条例 個 別 計 画

意図（どのような状態にしたいのか）

目的

町内の環境

単位 R7R6R5

公害の防止と町民の健康の保護、生活環境の保
全に取り組む

対象数の推移

事業費
（千円）

R5 R6 R7

当初 決算 当初 決算当初 決算

活動指標　事務事業実施の結果（どれだけ行政サービスを提供できたか）を数値で測定した指標

3,101 2,907

目標値

18,241 21,053 23,814 27,248 25,932事業費計

3,091 3,395

単位

人

指　　標　　名

町内一斉清掃の参加者

19,963

成果指標　事務事業実施の結果、住民等が受ける効果（目的がどれだけ達成されたか）を数値で測定した指標

指　　標　　名 単位 現状値(策定時) R5 R6 R7 目標値

A
c
t
i
o
n

（
改
革
・
改
善
案

）

19,963

その他

一般財源

財
源
内
訳

国・都

地方債

今後の方向性

成果拡大に向けて見直し 

町内一斉清掃について、町民全体の行事として、自治会のみならず、広く町民に広報・周知し参加者を増や
すように工夫する。
クマ被害防止対策については、東京都との「日の出町におけるツキノワグマ防除対策事業に関する基本協定
書」に基づき、効果的な安全対策を検討・実施していく。

今後の改善・見直し（いつまでに・なにを・どのように改善及び見直しするのか）

今後の方向性についての検討内容
引き続き、環境調査や不法投棄防止などに取り組んでいく。
昨年度、クマの目撃が増加し、町民の危機感が高まっているため、東京都との協定に基づ
き、効果的な安全対策を実施していく。

D
o

（
実
績
測
定

）

3,500

R5 R6 R7現状値(策定時)

投入指標（事業執行に要する費用） 当年度の実施内容
〇町内一斉清掃(自治会の他、亜細亜大、少年サッカークラブ、テニスクラブも参加）
〇有害鳥獣の見回り追払い等委託
○ツキノワグマ防除対策（見回り追払い委託、電気柵設置など）
○ハチ・害虫駆除
〇秋川・平井川流域生活排水対策協議会への参加
〇不法投棄の防止（環境美化パトロールなど）
〇各環境調査
　水質調査（河川・井戸）
　ダイオキシン類等調査
　交通量環境調査

18,241 21,053 23,814 27,248 25,932
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施策目標（目標とする姿）：先を読み、知恵を絞り、政策を実行する「自律（立）した町」であり続けます。

）

新設された公共施設等整備計画担当と、これまでの成果を情報共有し協力体制を
とる。

D
o

（
実
績
測
定

）

102

R5 R6 R7現状値(策定時)

投入指標（事業執行に要する費用） 当年度の実施内容

公共施設再編に関する検討総量に関する目標設定及び施設
所管課、参加可能な職員を対象とした用途廃止後の跡地活
用、地域活性化の再配置検討のワークショップを開催し、
職員の施設に対する意識の向上を図ってきたが、令和7年度
においては毎年度作成している施設カルテの作成に留ま
り、方向性の検討については事業を進めることができな
かった。3,514 6,321 6,321 1,485 1,485

A
c
t
i
o
n

（
改
革
・
改
善
案

）

3,514

その他

一般財源

財
源
内
訳

国・都

地方債

今後の方向性

成果拡大に向けて見直し

令和5年度よりコンサルにより毎年20施設程度の施設の方向性を成果として示されているが、町として施設の
方向性を決定するに至っていない。公共施設等整備計画担当の新設に伴い、これまで蓄積した成果やデータ
を情報提供し再編に向け協力して進めていく。

今後の改善・見直し（いつまでに・なにを・どのように改善及び見直しするのか）

今後の方向性についての検討内容

成果指標　事務事業実施の結果、住民等が受ける効果（目的がどれだけ達成されたか）を数値で測定した指標

指　　標　　名 単位 現状値(策定時) R5 R6 R7 目標値

活動指標　事務事業実施の結果（どれだけ行政サービスを提供できたか）を数値で測定した指標

17 0

目標値

3,514 6,321 6,321 1,485 1,485事業費計

20 21

単位

施設

指　　標　　名

公共施設の方向性の決定

3,514

102 102施設

R5 R6 R7

当初 決算 当初 決算当初 決算

102

個 別 計 画

意図（どのような状態にしたいのか）

目的

公共施設

単位 R7R6R5

適正な施設配置

対象数の推移

対象施設数

事業費
（千円）

主 要 事 業 名

P
l
a
n

（
現
状
把
握

）

日の出町公共施設等総合管理計画・日の
出町公共施設等長期保全計画（ロード

項 1 目

一般会計

款 512施 策 項 目

_みんなで進める協働のまちづくり

_26.自立した自治体経営の推進

担当課・係

予 算 科 目

企画財政課　契約管財係(管財係)

会 計

公共施設マネジメントの推進

施 策 名

事業内容（手段）

　将来の人口減少や財政状況等から、現在ある建築系公共施設をこのまま維持することは困難であり、将来
に向けた適正な施設配置を具体的に検討していく必要がある。
　公共施設等長期保全計画（ロードマップ）に示された施設の存続方針を踏まえた将来の統廃合を考慮し
て、集約化、複合化、用途見直し、機能改良等を慎重に検討していく。

対象（誰を・何を）

根拠法令等
「公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進につい
て」（H26.4.22付総務大臣通知）,「インフラ長寿命化基

令和7年度 長期総合計画（後期）　事務事業評価（内部評価）シート

（前年度　 現状維持

C
h
e
c
k

（
評
価

）

公平性 受益者負担は適正であるか

【妥当性】行政主体の方向性であり、住民の意見
は取り入れられていない。個別施設の視点から町
全体のまちづくりの視点が必要である。
【有効性】方向性を示すための根拠となる資料が
固定資産台帳と紐づけされていない。建物劣化調
査を含め、縦断しており予算への反映に至ってい
ない。

―

有

行政が関与しなければならない事業か・事業の対象者、手段は妥当か

実施方法を見直すことで、事業費や人件費に改善の余地はないか効率性

事業目的の達成度、類似事業との統合により資源を集中できないか有効性

評価項目

妥当性

課題の有無 課題が「有」の項目がある場合、その理由

有

―
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